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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中１枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中２枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書の公開に係る意見書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中１枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

開示･訂正･利用停止請求者､是正申出者､苦情申出･相談者､開示請求に係個人情報の対象者の区分

る個人情報に含まれる第三者､法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □ ※すべて取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 左の個人情報収集の根拠□ 思想・信条 □ 信教 □（※すべて取り扱う

（ ）個 ■ 法令等 個人情報保護条例可能性あり）

人 3社 会的差別の □ 審査会意見（条例第７条第

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

報 れのある個人情報

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 心 身 の 状 況 □ （※ ）5 すべて取り扱う可能性あり
目 ( 又は に該2 3

当するものを除
く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（※ ）6 すべて取り扱う可能性あり

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（※ ）すべて取り扱う可能性あり

すべて取8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（※

）り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（※ ）9 すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個人

されている主な 情報取扱是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中２枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

開示･訂正･利用停止請求者､是正申出者､苦情申出･相談者､開示請求に係個人情報の対象者の区分

る個人情報に含まれる第三者､法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係

る未成年者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書

されている主な 意思確認書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 行政手続法 条例 に基づく聴聞等に関する事務 １枚中 １枚

行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため。

個人情報取扱事務の目的 （行政手続法）

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 教育庁及び教育機関のうち許認可等を所管する課室、所、学校

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 当事者

個人情報の対象者 当事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 資料閲覧請求書

されている主な

行政文書の名称



- 6 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政不服審査法に基づく審査請求に関する事務 （３枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 行政不服審査法に基づく審査請求がなされた場合に、当該審査請求に

（根拠法令等） 対する裁決を行うための事務処理をするもの。

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、参加人、代理人、参考人

個人情報の対象者 審査請求人、参加人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □ ※すべて取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（※ 左の個人情報収集の根拠すべて取り扱う可

個 ） ■ 法令等（行政不服審査法）能性あり

人 3社 会 的差別の □ 審査会意見（条例第７条第

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

報 れのある個人情報

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 心 身 の 状 況 □ （※ ）5 すべて取り扱う可能性あり
目 ( 又は に該2 3

当するものを除
く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（※ ）6 すべて取り扱う可能性あり

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（※ ）すべて取り扱う可能性あり

すべて取8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（※

）り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（※ ）9 すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査請求書

されている主な 審査請求に対する裁決書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政不服審査法に基づく審査請求に関する事務 （３枚中２枚）

個人情報取扱事務の目的 行政不服審査法に基づく審査請求がなされた場合に、当該審査請求に

（根拠法令等） 対する裁決を行うための事務処理をするもの。

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、参加人、代理人、参考人

個人情報の対象者 代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査請求について代理権が授与されたことを証する委任状等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政不服審査法に基づく審査請求に関する事務 （３枚中３枚）

個人情報取扱事務の目的 行政不服審査法に基づく審査請求がなされた場合に、当該審査請求に

（根拠法令等） 対する裁決を行うための事務処理をするもの。

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、参加人、代理人、参考人

個人情報の対象者 参考人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □ ※すべて取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（※ 左の個人情報収集の根拠すべて取り扱う可

（ ）個 ） ■ 法令等 行政不服審査法能性あり

人 3社 会 的差別の □ 審査会意見（条例第７条第

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

報 れのある個人情報

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 心 身 の 状 況 □ （※ ）5 すべて取り扱う可能性あり
目 ( 又は に該2 3

当するものを除
く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（※ ）6 すべて取り扱う可能性あり

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（※ ）すべて取り扱う可能性あり

すべて取8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（※

）り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（※ ）9 すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参考人の陳述に関する調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 全庁共通 □地方機関共通 □固有 教育庁総務課■ 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 訴訟事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 県を当事者とする訴訟の遂行のため

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 訴訟当事者 訴訟代理人 証人

個人情報の対象者 訴訟当事者、訴訟代理人、証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：訴状、答弁書、準備書面の作成等 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 訴状、判決、準備書面

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の監督に関する事務 （ ６枚中 １枚）

公益法人を指導監督し、公益法人の適正な運営に資するもの。

個人情報取扱事務の目的 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

（根拠法令等） 益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員、選考委員、奨学金申請者、奨励賞候補者、入寮生、奨励賞受賞者

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公益認定等事務支援

処 理 形 態 システム ）

オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公益認定等事務支援システム

）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 役員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の監督に関する事務 （ ６枚中 ２枚）

公益法人を指導監督し、公益法人の適正な運営に資するもの。

個人情報取扱事務の目的 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

（根拠法令等） 益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員、選考委員、奨学金申請者、奨励賞候補者、入寮生、奨励賞受賞者

個人情報の対象者 選考委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 選考委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の監督に関する事務 （ ６枚中 ３枚）

公益法人を指導監督し、公益法人の適正な運営に資するもの。

個人情報取扱事務の目的 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

（根拠法令等） 益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員、選考委員、奨学金申請者、奨励賞候補者、入寮生、奨励賞受賞者

個人情報の対象者 奨学金申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（給付額、保証人 ）9
□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 申請者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の監督に関する事務 （ ６枚中 ４枚）

公益法人を指導監督し、公益法人の適正な運営に資するもの。

個人情報取扱事務の目的 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

（根拠法令等） 益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員、選考委員、奨学金申請者、奨励賞候補者、入寮生、奨励賞受賞者

個人情報の対象者 奨励賞候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 候補者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の監督に関する事務 （ ６枚中 ５枚）

公益法人を指導監督し、公益法人の適正な運営に資するもの。

個人情報取扱事務の目的 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

（根拠法令等） 益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員、選考委員、奨学金申請者、奨励賞候補者、入寮生、奨励賞受賞者

個人情報の対象者 入寮生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 寮生名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の監督に関する事務 （ ６枚中 ６枚）

公益法人を指導監督し、公益法人の適正な運営に資するもの。

個人情報取扱事務の目的 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

（根拠法令等） 益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員、選考委員、奨学金申請者、奨励賞候補者、入寮生、奨励賞受賞者

個人情報の対象者 奨励賞受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受賞者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益信託の引受けの許可及び監督に関する事務 （ ３枚中 １枚）

公益信託の引受けの許可を行うとともに、公益信託を指導監督し、公益

個人情報取扱事務の目的 信託の適正な運営に資するもの （公益信託ニ関スル法律第１条）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委託者、信託管理人、運営委員、受益者

個人情報の対象者 委託者、信託管理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 役員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益信託の引受けの許可及び監督に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

公益信託の引受けの許可を行うとともに、公益信託を指導監督し、公益

個人情報取扱事務の目的 信託の適正な運営に資するもの （公益信託ニ関スル法律第１条）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委託者、信託管理人、運営委員、受益者

個人情報の対象者 運営委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 役員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益信託の引受けの許可及び監督に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

公益信託の引受けの許可を行うとともに、公益信託を指導監督し、公益

個人情報取扱事務の目的 信託の適正な運営に資するもの （公益信託ニ関スル法律第１条）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委託者、信託管理人、運営委員、受益者

個人情報の対象者 受益者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（給付額 ）9
□ 本人 ■本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別職非常勤職員の委嘱事務 （ １枚中 １枚）

県職員以外の者を附属機関の委員等特別職非常勤職員に任命すること。

個人情報取扱事務の目的 （地方自治法）

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 任命対象者

個人情報の対象者 任命対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■（志望の動機）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別職非常勤職員任命伺い

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 会計年度任用職員採用事務 １枚中 １枚

県職員以外の者を会計年度任用職員に任命すること。

個人情報取扱事務の目的 （地方公務員法）

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 採用希望者

個人情報の対象者 採用希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度（※ ）障害者採用に限る

の □ 健康診断等の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑

記 事事件の手続が行 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続

録 が行われたこと。

（ ）項 心 身 の 状 況 □5
目 ( 又は に該2 3

当するものを除
く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■（志望の動機）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 会計年度任用職員任命伺い

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 （ ２枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、全て事

（根拠法令等） 前に登録しておく必要があるため。

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 債権者

個人情報の対象者 債権者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■（取引金融機関、預金種別、口座番号 ）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第５，６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（媒体･システム名：財務会計オンラインシステム）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録

（システム名称：財務会計オンラインシステム）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 債権債務者登録確認票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、全て事

（根拠法令等） 前に登録しておく必要があるため。

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、各地方機関、各教育機関

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 債務者

個人情報の対象者 債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第５，６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（媒体･システム名：財務会計オンラインシステム）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録

（システム名称：財務会計オンラインシステム）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 債権債務者登録確認票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 叙位・叙勲・褒章事務 （１枚中１枚）

国家または公共に対し功労のあった者に対して国家が特別の待遇を与え

個人情報取扱事務の目的 る。

（根拠法令等） （位階令、勲章従軍記章制定の件）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室、地方機関、学校

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 叙位、叙勲、褒章候補者

個人情報の対象者 叙位、叙勲、褒章候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（報道機関）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 叙位申請書、叙勲申請書、褒章申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 変更年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 文部科学大臣表彰事務 １枚中 １枚

学校教育の振興等に関し特に功績顕著な者の功労をたたえ、これを表彰

個人情報取扱事務の目的 する。

（根拠法令等） （教育者表彰実施要項、地方教育行政功労者表彰要項、

教員表彰実施要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 本庁関係課室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（報道機関）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県文化功労者表彰推薦事務 （１枚中１枚）

本県文化の向上発展に卓絶せる功績のあった者について表彰する。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県表彰規則）

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 被推薦者

個人情報の対象者 被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（報道機関）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 社会貢献者表彰推薦事務 １枚中１枚

社会の各分野において顕著な貢献をされた方々を顕彰することにより、

個人情報取扱事務の目的 その功績に報いるとともに、公益の振興と社会の進展に資する。

（根拠法令等） （社会貢献者表彰候補者推薦要領）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 被推薦者

個人情報の対象者 被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（報道機関）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 社会貢献者表彰候補者功績書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 教育委員会に対する請願・陳情等に関する事務 （ １枚中 １枚）

広く県民の県政に対する意見を伺う。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 陳情者

個人情報の対象者 陳情者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 ■ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 陳情、請願書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県政への提言等処理事務 （１枚中１枚）

県政モニターからの意見・要望、知事への手紙等に回答する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 本庁各課室

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 県政モニター、一般県民

個人情報の対象者 県政モニター、一般県民

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 ■ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 モニター通信処理カード、知事への手紙処理カード

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県教育委員会傍聴許可事務 （１枚中１枚）

秋田県教育委員会の会議を傍聴しようとする者に傍聴申出票を提出さ

個人情報取扱事務の目的 せ、傍聴券を交付する。

（根拠法令等） （秋田県教育委員会傍聴人規則）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 秋田県教育委員会の会議の傍聴人

個人情報の対象者 秋田県教育委員会の会議の傍聴人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県教育委員会会議傍聴申出票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 児童、生徒の事故報告事務 （ ２枚中 １枚）

生徒に関する事故の把握、対策及び防止策の決定

個人情報取扱事務の目的 （高等学校管理規則第５２条等）

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、地方機関、学校

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 児童、生徒、関係者

個人情報の対象者 児童、生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 ■ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 ■ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 ■ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事故報告

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方共通 □固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 児童、生徒の事故報告事務 （ ２枚中 ２枚）

生徒に関する事故の把握、対策及び防止策の決定

個人情報取扱事務の目的 （高等学校管理規則第５２条等）

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、地方機関、学校

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 児童、生徒、関係者

個人情報の対象者 関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 ■ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事故報告

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立学校基礎調査事務 （１枚中１枚）

私立中学校及び高等学校に対し、実態調査を実施することにより、各

個人情報取扱事務の目的 学校の現状（学科別生徒数、教職員体制等）を把握することで事務の遂

（根拠法令等） 行に活用する。

（私立学校法）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 私立学校基礎調査

されている主な 私立高等学校等実態調査

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立学校運営費補助金（一般補助）事務 （１枚中１枚）

私立学校（高等学校・中学校・小学校・幼稚園）を設置する学校法人

、 、個人情報取扱事務の目的 等に対して 人件費を含む経常的経費の一部として補助することにより

（根拠法令等） 私立学校教育の振興を図る。

（私立学校振興助成法、秋田県教育庁総務課関係補助金交付要綱）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画書、実績報告書、計算書類、収支予算書等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立学校運営費補助金（あきた私学魅力アップ支援事業費補助金）事務

）(１枚中１枚

私立高等学校の特色ある教育活動に対して補助することにより、魅力

個人情報取扱事務の目的 ある学校づくりを支援するとともに、生徒一人ひとりの個性や自主性を

（根拠法令等） 高める。

（私立学校振興助成法、秋田県教育庁総務課関係補助金交付要綱）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画書、実績報告書等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

（高等学校等就学支援金・学び直し支援金・私立高等学校授業料軽減補助・個人情報取扱事務の名称 私立高等学校就学支援事業補助金

事務（１枚中１枚）私立高等学校入学料軽減補助）

国が受給資格を有する生徒に対して支給する就学支援金を代理受給す

個人情報取扱事務の目的 る学校法人に対して交付する。また、高等学校等を中途退学した者が再

（根拠法令等） び学び直す際に就学支援金相当額を支給する。

私立高等学校の授業料及び入学料について、軽減事業を行う学校法人

に対して補助する （高等学校等就学支援金の支給に関する法律、秋田。

県教育庁総務課関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生徒、保護者等

個人情報の対象者 生徒、保護者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受給資格申請書、収入状況届出書、個人番号利用目的同意書兼個人番号提供

されている主な 書、受給資格認定通知等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立高等学校就学支援事業補助金（高等学校等就学支援金事務費補助）

事務 （１枚中１枚）

私立高等学校の行う高等学校等就学支援金事務を円滑に実施するた

個人情報取扱事務の目的 め、事務にかかる経費の一部を補助する。

（根拠法令等） （秋田県教育庁総務課関係補助金交付要綱）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画書、実績報告書等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 ２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 ２８年 １月 ４日

個人情報取扱事務の名称 私立高等学校就学支援事業補助金（奨学のための給付金）事務

（１枚中１枚）

授業料以外の教育費負担を軽減するため、私立高等学校に通う生徒のい

個人情報取扱事務の目的 る世帯に対し、授業料以外の必要な経費について扶助する。

（根拠法令等） （高等学校等就学支援金の支給に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生徒、世帯員

個人情報の対象者 生徒、世帯員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 私立高等学校就学支援事業補助金（奨学のための給付金）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 校（園）長及び教職員採用届出事務 （１枚中１枚）

私立学校（高等学校・中学校・小学校・幼稚園）の校（園）長及び教

個人情報取扱事務の目的 職員の採用等について届出させる。

（根拠法令等） （学校教育法、私立学校法）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 校（園）長採用届

されている主な 教職員採用報告書

行政文書の名称 校（園）長・教職員解雇報告書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県私立学校審議会事務 （１枚中１枚）

私立学校法第９条第１項の規定により、その権限に属せしめられた事

個人情報取扱事務の目的 項を審議させるため都道府県に置く。

（根拠法令等） （私立学校法）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 委員及び候補者

個人情報の対象者 委員及び候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 就任依頼、任命通知、委員一覧名簿、関係団体からの委員推薦状等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立学校事故報告事務 （３枚中１枚）

私立学校法第６条の規定により、私立学校（高等学校・中学校・小学

個人情報取扱事務の目的 校・幼稚園）において災害、事故等が発生したときは、その状況等につ

（根拠法令等） いて報告させる。

（私立学校法）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 事故加害者、事故被害者、事故関係者

個人情報の対象者 事故加害者

1基 本 的 事 項 □ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（ケースによる）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■ 左の個人情報収集の根拠（ ）ケースによる

個 3社 会的差別の ■ 法令等（私立学校法）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （ケースによる）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（ケースによる）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ケースによる）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（ケースによる ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（ケースによる）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事故報告書

されている主な 災害状況報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立学校事故報告事務 （３枚中２枚）

私立学校法第６条の規定により、私立学校（高等学校・中学校・小学

個人情報取扱事務の目的 校・幼稚園）において災害、事故等が発生したときは、その状況等につ

（根拠法令等） いて報告させる。

（私立学校法）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 事故加害者、事故被害者、事故関係者

個人情報の対象者 事故被害者

1基 本 的 事 項 □ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（ケースによる）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■ 左の個人情報収集の根拠（ ）ケースによる

個 3社 会的差別の ■ 法令等（私立学校法 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （ケースによる）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（ケースによる）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ケースによる）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（ケースによる ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（ケースによる）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事故報告書

されている主な 災害状況報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 私立学校事故報告事務 ３枚中３枚

私立学校法第６条の規定により、私立学校（高等学校・中学校・小学

個人情報取扱事務の目的 校・幼稚園）において災害、事故等が発生したときは、その状況等につ

（根拠法令等） いて報告させる。

（私立学校法）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 事故加害者、事故被害者、事故関係者

個人情報の対象者 事故関係者

1基 本 的 事 項 □ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（ケースによる）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■ 左の個人情報収集の根拠（ ）ケースによる

個 3社 会的差別の ■ 法令等（私立学校法）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （ケースによる）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（ケースによる）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ケースによる）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（ケースによる ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（ケースによる）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事故報告書

されている主な 災害状況報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 学校法人役員変更届事務 （１枚中１枚）

学校法人（準学校法人を除く）の役員等が変更された場合、学校法人

個人情報取扱事務の目的 に届出させる。

（根拠法令等） （私立学校法施行令、私立学校法施行規則）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 役員

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（私立学校法施行規則）個 3社 会的差別の ■ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理事長異動届

されている主な 理事（監事）変更届

行政文書の名称 特別代理人選任請求書等



- 44 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 教育庁総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立学校等認可事務 （１枚中１枚）

学校教育法及び私立学校法の規定により、学校法人（準学校法人を除

個人情報取扱事務の目的 く 、私立学校（高等学校・中学校・小学校・幼稚園）の設置、廃止等）

（根拠法令等） をしようとする場合は所轄庁の認可を申請しなければならない。

（学校教育法、私立学校法、私立学校法施行令、私立学校法施行規則）

個人情報取扱事務を所管 教育庁総務課、幼保推進課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 設置者、教職員

個人情報の対象者 設置者、教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（私立学校法施行規則）個 3社 会的差別の ■ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校設置認可申請書

されている主な 学校設置者変更認可申請書

行政文書の名称 学校法人寄附行為認可申請書等



- 45 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 教育庁総務課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 教育相談事務 １枚中 １枚

相談による相談者の変容や必要に応じて諸検査を実施した結果を記録

個人情報取扱事務の目的 し、今後の支援の方針を立てるため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合教育センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県内小・中・高等学校・特別支援学校の相談依頼者

個人情報の対象者 県内小・中・高等学校・特別支援学校の相談依頼者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 相談記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 教育庁総務課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 変更年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 検査結果等報告書 （ １枚中 １枚）

諸検査を実施し、就学先の選定、特別支援教育学級の設置等教育措置

個人情報取扱事務の目的 のため参考資料として活用する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合教育センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県内小・中・高校生

個人情報の対象者 県内小・中・高校生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 検査結果等報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 教育財産の目的外使用許可業務 （ １枚中 １枚）

行政財産をその用途又は目的を妨げない限度において効率的利用の見地

個人情報取扱事務の目的 から目的外に使用させるため。

（根拠法令等） （秋田県財務規則３２９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校、教育機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 財産使用申請者

個人情報の対象者 財産使用申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政財産目的外使用許可綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 教育財産の目的外使用許可事務 使用料減免分 ２枚中 １枚

行政財産をその用途又は目的を妨げない限度において効率的利用の見地

個人情報取扱事務の目的 から目的外に使用させるため。

（根拠法令等） （秋田県財務規則３２９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 財産使用申請者

個人情報の対象者 財産使用申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政財産目的外使用許可綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 教育財産の目的外使用許可事務 使用料減免分 ２枚中 ２枚

行政財産をその用途又は目的を妨げない限度において効率的利用の見地

個人情報取扱事務の目的 から目的外に使用させるため。

（根拠法令等） （秋田県財務規則３２９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校、教育機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 財産使用申請者

個人情報の対象者 財産使用申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政財産目的外使用許可綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 普通財産貸付事務 （ ２枚中 １枚）

秋田県財務規則第３３０条の６の規定により普通財産の貸付を行うた

個人情報取扱事務の目的 め。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 財産使用申請者

個人情報の対象者 財産使用申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 普通財産貸付綴

されている主な

行政文書の名称



- 51 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 普通財産貸付事務 （ ２枚中 ２枚）

秋田県財務規則第３３０条の６の規定により普通財産の貸付を行うた

個人情報取扱事務の目的 め。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 財産申請者

個人情報の対象者 財産使用申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 普通財産貸付綴

されている主な

行政文書の名称



- 52 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 境界確認事務 ２枚中 １枚

県有地の隣接地の所有権等を確認するため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３２５条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 隣接土地所有者

個人情報の対象者 隣接土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：隣接者の所有権確認

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 境界確認綴

されている主な 県立学校用地確定測量綴

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 境界確認事務 ２枚中 ２枚

県有地の隣接地の所有権等を確認するため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３２５条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校、教育機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 隣接土地所有者

個人情報の対象者 隣接土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：隣接者の所有権確認

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 境界確認綴

されている主な 県立学校用地確定測量綴

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 寄附受納事務 （ ２枚中 １枚）

寄附者からの申込により、県有財産として受納するため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３２０条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 寄附者

個人情報の対象者 寄附者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 寄附綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 寄附受納事務 （ ２枚中 ２枚）

寄附者からの申込により、県有財産として受納するため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３２０条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校、教育機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 寄附者

個人情報の対象者 寄附者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 寄附綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 財産借用事務 （ ２枚中 １枚）

借用契約及び所有権等確認のため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３４０条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地所有者

個人情報の対象者 土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 借受財産台帳

されている主な

行政文書の名称



- 57 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 財産借用事務 （ ２枚中 ２枚）

借用契約及び所有権等確認のため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３４０条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校、教育機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地所有者

個人情報の対象者 土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 借受財産台帳

されている主な

行政文書の名称



- 58 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県立学校等用地取得事務 （ １枚中 １枚）

学校建築等のために取得する土地の所有権等を確認するため。

個人情報取扱事務の目的 （財務規則第３２４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地所有者

個人情報の対象者 土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 用地取得綴

されている主な

行政文書の名称



- 59 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政財産貸付事務 ２枚中 １枚

秋田県財務規則３２９条の４の規定により行政財産（自動販売機）の貸

個人情報取扱事務の目的 付を行うため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自動販売機入札参加者

個人情報の対象者 自動販売機入札参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政財産貸付綴

されている主な

行政文書の名称



- 60 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政財産貸付事務 ２枚中 ２枚

秋田県財務規則３２９条の４の規定により行政財産（自動販売機）の貸

個人情報取扱事務の目的 付を行うため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立学校、教育機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自動販売機入札参加者

個人情報の対象者 自動販売機入札参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政財産貸付綴

されている主な

行政文書の名称



- 61 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 施設整備室組織の名称

登録年月日 ２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 ２６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学校整備事業建物等調査事務 １枚中 １枚

学校整備事業による周辺建物及び工作物の損傷を確認するため。

個人情報取扱事務の目的 （公共事業に係る工事の施工に起因する地盤変動により生じた建物等の

（根拠法令等） 損害等に係る事務処理要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 施設整備室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 建物所有者及び占有者

個人情報の対象者 建物所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ＣＤ－Ｒ ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：建物及び工作物の損傷を確認

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 建物等調査報告書

行政文書の名称



- 62 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 幼稚園要覧事務 （ １枚中 １枚）

私立幼稚園に対し、実態調査をすることにより、各私立幼稚園の現状

個人情報取扱事務の目的 （園児数、学級数、教職員体制等）を把握することで、事務の遂行に活

（根拠法令等） 用する。

（私立学校法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 幼稚園要覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立幼稚園運営費補助金（特別支援教育費補助）事務（２枚中１枚）

特別支援教育を行う必要な人件費を含む経常的経費の一部として補助

個人情報取扱事務の目的 金を交付することにより、私立幼稚園等における障害児教育内容の充実

（根拠法令等） を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 障害児、教職員

個人情報の対象者 障害児

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援教育費補助金

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 私立幼稚園運営費補助金（特別支援教育費補助）事務（２枚中２枚）

特別支援教育を行う必要な人件費を含む経常的経費の一部として補助

個人情報取扱事務の目的 金を交付することにより、私立幼稚園等における障害児教育内容の充実

（根拠法令等） を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 障害児、教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援教育費補助金

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２５年４月１日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 私立幼稚園運営費補助金 預かり保育推進補助 事務 １枚中 １枚

預かり保育を実施する幼稚園に対して、人件費を含む経常的経費の一

個人情報取扱事務の目的 部として補助金を交付することにより、保護者及び私立幼稚園の負担軽

（根拠法令等） 減を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 教職員

個人情報の対象者 教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 預かり保育推進事業費補助金

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保育事業従事者に対する厚生労働大臣感謝状贈呈の推薦事務

（ １枚中 １枚）

保育事業従事者に対する厚生労働大臣感謝状の候補者の推薦

個人情報取扱事務の目的 （厚生労働大臣感謝状贈呈実施要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者

個人情報の対象者 被感謝状贈呈候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６．７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦調書

されている主な 戸籍抄本

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保育事業従事者に対する厚生労働大臣表彰の推薦事務

（ １枚中 １枚）

保育事業従事者に対する厚生労働大臣表彰の候補者の推薦

個人情報取扱事務の目的 （厚生労働大臣表彰要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６．７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦調書

されている主な 戸籍抄本

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 幼保関係職員研修推薦等事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 県内幼稚園・保育所・幼保連携型認定こども園の教育・保育の内容充

（根拠法令等） 実のため、幼稚園・保育所職員における資質向上を図ることを目的とす

る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 幼稚園・保育所に勤務する職員

個人情報の対象者 幼稚園・保育所に勤務する職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 幼保関係職員研修申込書、推薦書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 独立行政法人福祉医療機構貸付資金事務 （ １枚中 １枚）

社会福祉法人の独立行政法人福祉医療機構福祉貸付資金借入申し込みに

個人情報取扱事務の目的 関する知事の意見書の作成

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 社会福祉法人理事長

個人情報の対象者 社会福祉法人理事長

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 履歴書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 社会福祉法人監査指導 （ １枚中 １枚）

社会福祉法人監査指導要綱に基づき、事業経営についての指導事項に

個人情報取扱事務の目的 ついて監査を行うとともに、運営全般について助言、指導を行い、適

（根拠法令等） 正な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営の確保を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称 北・南教育事務所

個人情報の対象者の区分 社会福祉法人の経営する保育所に勤務する職員

個人情報の対象者 社会福祉法人の経営する保育所に勤務する職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 社会福祉法人指導監査結果

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 変更年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保育士試験・登録事務 （ １枚中 １枚）

児童福祉法施行令第１６条第４項の規定に基づく保育士試験を実施し、

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設で専門知識を有する資格者による保育を進めることで、児

（根拠法令等） 童福祉の向上を図るため、資格を取得するための試験を実施し、合格者

からの申請に対し保育士証を交付し、その登録簿を備える。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、合格者、登録者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＣＤ－Ｒ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：保育士試験業務委託・保育士登録業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 保育士登録簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成 １６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設 保育所 の設置認可事務 １枚中 １枚

児童福祉法第３５条第３項及び第４項の規定により、市町村が保育所

個人情報取扱事務の目的 を設置する場合は届出を、市町村以外の者が保育所を設置する場合は、

（根拠法令等） 認可、休止及び廃止については承認、その他の変更等については届出を

することとなっている。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称 北・南教育事務所

個人情報の対象者の区分 保育所に勤務する職員

個人情報の対象者 保育所に勤務する職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６．７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 保育所認可（変更届）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保育所に係る報告の徴収事務 （ １枚中 １枚）

児童福祉法第４６条の規定に基づき、保育所の最低基準を維持するた

個人情報取扱事務の目的 め、その施設・運営に関係する事項について報告を求め、適正な施設運

（根拠法令等） 営と円滑な事業実施の確保に資する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称 北・南教育事務所

個人情報の対象者の区分 保育所に勤務する職員

個人情報の対象者 保育所に勤務する職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 監査資料

されている主な 保育所業務報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 叙勲事務 （ １枚中 １枚）

保育事業従事者に対する叙勲の候補者の選考

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者

個人情報の対象者 候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６．７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦調書

されている主な 戸籍抄本

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 社会福祉法人の設立認可等事務

（ １枚中 １枚）

社会福祉法人の設立認可に際しての審査

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 理事等

個人情報の対象者 理事等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 社会福祉法人の設立認可書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 幼保推進課

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 認定こども園の設置認可申請・設置届出・認定申請及び運営状況報告 １枚中１枚

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

個人情報取扱事務の目的 法律」に基づき、就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に

（根拠法令等） 対する子育て支援の総合的な場を提供する。

第４条(認定の申請)、第１６条（設置等の届出 、第１７条（設置等）

の認可）及び第３０条(報告の徴収等)の添付書類として。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 認定こども園に勤務する職員

個人情報の対象者 認定こども園に勤務する保育士、幼稚園教諭

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（認定こども園法第

）人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ３条第５項及び第１７条第２項

情 れのある個人情報 認可・認定申請：役員のみ □ 審査会意見（条例第７条第（ ）

報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）項 □5心 身 の 状 況

( 又 は に 該目 2 3

当するものを除く )。

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 幼保連携型認定こども園設置認可申請書・同設置届出書等

されている主な 認定こども園認定申請書等

行政文書の名称 認定こども園運営状況報告書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成 １８ 年 ４ 月 １ 日 開始(変更)年月日 平成 １８ 年 ４ 月 １ 日

個人情報取扱事務の名称 公立幼稚園基礎資料作成事務 （ １枚中 １枚）

、 。個人情報取扱事務の目的 公立幼稚園の現状を把握し 本県幼児教育推進の基礎資料を作成する

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公立幼稚園教職員

個人情報の対象者 公立幼稚園教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 幼稚園要覧

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成 ２０ 年 ４ 月 １ 日 開始(変更)年月日 平成 ２０ 年 ４ 月 １ 日

個人情報取扱事務の名称 秋田県社会福祉施設整備資金貸付事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 社会福祉法人立の保育所施設整備にかかる市町村への資金貸付の決定

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課 調整・企画班

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 連帯保証人

個人情報の対象者 連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 連帯保証人調書、固定資産納税証明書（評価証明書 、所得証明書、）

行政文書の名称 印鑑証明書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２１年 ５月１４日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一時預かり事業届出事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 児童福祉法第３４条の１２第１～３項

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称 北・南教育事務所

個人情報の対象者の区分 一時預かり事業を担当する職員

個人情報の対象者 保育所、認定こども園、幼稚園等の職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一時預かり事業（第二種社会福祉事業）開始・変更・廃止（休止）届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ７月 ６日

個人情報取扱事務の名称 被災幼児就園支援事務 （ １枚中 １枚）

東日本大震災により被災した幼児に対して、市町村及び私立幼稚園等

個人情報取扱事務の目的 設置者が実施する保育料等の減免にかかる経費を助成することで、就園

（根拠法令等） 機会の確保に資する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 東日本大震災による被災者

個人情報の対象者 東日本大震災による被災者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 被災幼児就園支援事業

されている主な 私立幼稚園保育料等軽減事業

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 震災罹災者保育料減免支援事務 （ １枚中 １枚）

東日本大震災により罹災した乳幼児の避難先である市町村が、保育所

個人情報取扱事務の目的 又は認定こども園の保育料の減額又は免除を行った場合、市町村に対し

（根拠法令等） 補助する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 東日本大震災により罹災した乳幼児

個人情報の対象者 東日本大震災により罹災した乳幼児

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（所得階8
層区分）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 震災罹災者保育料減免支援事業費補助金実績書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２７年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 幼保連携型認定こども園基礎資料作成事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 幼保連携型認定こども園の現状を把握し、本県就学前教育・保育推進の

（根拠法令等） 基礎資料を作成する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 幼保連携型認定こども園教職員

個人情報の対象者 幼保連携型認定こども園教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 幼保連携型認定こども園要覧

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成 ２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成 ２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 処遇改善等加算の認定事務 （ １枚中 １枚）

平成２７年４月１日付け教幼保－１６秋田県教育委員会教育庁通知に

個人情報取扱事務の目的 基づき、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に勤務する職員

、 、（根拠法令等） の平均勤続年数に応じて 市町村が支弁する施設型給付費に加算を行い

職員の処遇の改善を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課調整・企画班

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 施設型給付費処遇改善等加算

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２７年 ７月 ６日 開始(変更)年月日 平成２７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 病児保育事業届出事務 （ １枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 児童福祉法第３４条の１８第１～３項

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称 北・南教育事務所

個人情報の対象者の区分 病児保育事業を担当する職員

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 病児保育事業（第二種社会福祉事業）開始・変更・廃止（休止）届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ３月３１日 開始(変更)年月日 平成２８年 ３月３１日

指定保育士養成施設の指定・変更承認等事務（１枚中１枚）個人情報取扱事務の名称

児童福祉法第１８条の６第１号及び同法施行令第５条第１項・第２項

個人情報取扱事務の目的 等により保育士養成施設の指定や変更承認等を行うに当たり、申請書を

（根拠法令等） 提出させる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設置者、役員、施設長、教職員

個人情報の対象者 設置者、役員、施設長、教職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 指定保育士養成施設の指定に関する申請書

されている主な 指定保育士養成施設定員変更に係る申請書等

行政文書の名称



- 86 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 幼保推進課

組織の名称

登録年月日 平成２９年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

個人情報取扱事務の名称 保育士産休等代替職員補助事務 （ １枚中 １枚）

保育士が安心して働き続けることができるよう、出産休暇及び病気休

個人情報取扱事務の目的 暇を取得する保育士の代替職員を任用する事業者に助成し、保育人材の

（根拠法令等） 確保を図る

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 保育士等

個人情報の対象者 保育士等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産休等代替職員任用承認申請書、産休等職員及び産休等代替職員調書、

されている主な 産休等代替職員任用変更承認申請書、保育士産休等代替職員費補助金所要額

行政文書の名称 調書等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 幼保推進課

登録年月日 平成２９年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 保育士等キャリアアップ研修に係る職員調査 １枚中 １枚

保育士等キャリアアップ研修の実施に向けて、受講希望者数を把握す

個人情報取扱事務の目的 るとともに、キャリアアップ研修の受講状況を一元的に管理することを

（根拠法令等） 目的とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 私立保育所・幼稚園・幼保連携型認定こども園・地域型保育実施施設

に勤務する職員

個人情報の対象者 私立保育所・幼稚園・幼保連携型認定こども園・地域型保育実施施設に勤務

する職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 保育士等キャリアアップ研修受講管理表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 幼保推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 子育て支援員養成事業研修修了証交付事務 （ １枚中 １枚）

研修修了者に対し修了証を交付するとともに、修了者名簿を作成管理

個人情報取扱事務の目的 する （ 子育て支援員研修事業の実施について」(平成２７年５月２１。「

（根拠法令等） 日付け雇児発第０５２１第１８号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修修了者（一部科目修了者を含む ）。

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：研修運営業務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 秋田県子育て支援員養成事業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 幼保推進課組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 認可外保育施設に係る報告の徴収・届出事務 （ １枚中 １枚）

児童福祉法第５９条及び第５９条の２に基づき、認可外保育施設につ

個人情報取扱事務の目的 いて適正な保育内容等の確保を確認するため、その施設・運営に関係す

（根拠法令等） る事項について報告を求め、また届出を受けることとなっている。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 幼保推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称 北・南教育事務所

個人情報の対象者の区分 施設に勤務する職員

個人情報の対象者 認可外保育施設に勤務する職員

1基 本 的 事 項 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍■ ）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 認可外保育施設設置届

されている主な 認可外保育施設運営状況報告

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学級編制に関する事務 １枚中 １枚

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員の定数の標準に関する法律第

個人情報取扱事務の目的 ６条に基づく市町村立小・中学校の学級数（特別支援学級の設置等）を

（根拠法令等） 算定するための資料収集

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒

個人情報の対象者 児童・生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 障害の程度5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援学級編制にかかる資料

されている主な

行政文書の名称



- 91 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１５年 ８月１９日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学校に対する少年非行事案の通報 ２枚中 １枚

生徒の非行に関する正確な情報を迅速に得ることにより、当該生徒の健

個人情報取扱事務の目的 全育成のための指導に資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒

個人情報の対象者 児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 実施機関以外の県の機関

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校に対する少年非行事案の通報制度

されている主な

行政文書の名称



- 92 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１５年 ８月１９日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学校に対する少年非行事案の通報 ２枚中 ２枚

生徒の非行に関する正確な情報を迅速に得ることにより、当該生徒の健

個人情報取扱事務の目的 全育成のための指導に資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地方機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒

個人情報の対象者 児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 実施機関以外の県の機関

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校に対する少年非行事案の通報制度

されている主な

行政文書の名称



- 93 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 教育職員免許状授与事務 １枚中 １枚

教育職員免許法

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 授与申請書

されている主な

行政文書の名称



- 94 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 教育職員免許状の検定授与事務 １枚中 １枚

教育職員免許法

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 免許状申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 検定申請書

されている主な

行政文書の名称



- 95 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

、 、 （ ）個人情報取扱事務の名称 教育職員免許状の書換 再交付 授与証明書事務 １枚中 １枚

教育職員免許法

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 免許状の書換、再交付、授与証明の申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 授与証明書交付申請書、免許状再交付申請書、免許状書換申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 免許教科外担任許可事務 教科外 １枚中 １枚

免許教科以外の教科の担任をしようとするものに許可を与えるため

個人情報取扱事務の目的 （教育職員免許法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 免許教科以外の教科担任者

個人情報の対象者 免許教科以外の教科担任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 免許教科以外の教科担任教科申請書

されている主な

行政文書の名称



- 97 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 免許法認定講習開設事務 １枚中 １枚

教員の上級免許状取得及び資質の向上のため

個人情報取扱事務の目的 （教育職員免許法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 認定講習受講者

個人情報の対象者 認定講習受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 免許法認定講習受講申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 義務教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 中学校卒業程度認定試験事務 １枚中 １枚

高校入学の門戸を広く開くため、中学校卒業程度の学力を認定する

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 義務教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者

個人情報の対象者 受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受験者票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 公立学校教諭等採用候補者選考事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 公立学校（小・中・高・特別支援）の教諭等（教諭、養護教諭、実習

（根拠法令等） 助手、寄宿舎指導員）の選考に関わる事務処理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 高校教育課（採用事務主管課 、義務教育課、特別支援教育課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者

個人情報の対象者 受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（教員免許状 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：秋田県電子申請・

）処 理 形 態 届出サービス

（ ）オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：秋田県電子申請・届出ｻｰﾋﾞｽ

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：健康診断

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 公立学校教諭等採用候補者選考事務綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 公立学校臨時的任用教員等採用候補者選考事務 １枚中 １枚

（ ） （ ）、 （ ）、公立学校 小・中・高・特別支援 の講師 臨時 養護教諭 臨時

個人情報取扱事務の目的 実習助手（臨時 、寄宿舎指導員（臨時）及び非常勤講師の選考に関）

（根拠法令等） わる事務処理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 高校教育課（採用事務主管課 、義務教育課、特別支援教育課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 選考申込者

個人情報の対象者 選考申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（教員免許状 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：秋田県電子申請・

）処 理 形 態 届出サービス

（ ）オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：秋田県電子申請・届出ｻｰﾋﾞｽ

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公立学校臨時的任用教員等採用候補者選考事務綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 生徒指導事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 生徒の実態を把握し生徒指導に資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 在籍生徒

個人情報の対象者 在籍生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：インターネット

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 家庭関係調査表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 進路指導事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 生徒の実態を把握し進路指導に資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 在籍生徒

個人情報の対象者 在籍生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：インターネット

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 進路希望調査表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 高等学校入学者選抜に関する事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 高校入試における選抜資料の作成のため

（根拠法令等） （学校教育法施行規則第５４条及び第５９条）

（秋田県立高等学校学則第６条、第８条、第９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受検者

個人情報の対象者 受検者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：インターネット

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 出願書類一式

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 転編入に関する事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 転編入の選考に必要な資料の作成

（根拠法令等） （秋田県立高等学校学則第１１条、第１７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受検者

個人情報の対象者 受検者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：インターネット

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 生徒指導要録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 指導要録事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 生徒の指導のための累積記録簿であると同時に進学、就職等の際の外

（根拠法令等） 部への証明の原簿の作成のため（学校教育法施行規則第１２、１５条）

（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県立高等学校に在籍したことがある者若しくは在籍中の者

個人情報の対象者 県立高等学校に在籍したことがある者若しくは在籍中の者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■ 出身中学校

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：インターネット

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 生徒指導要録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 県立学校現業職員採用選考考査 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 学校の環境整備等の技能業務及び労務に従事する職員と学校・寄宿舎

（根拠法令等） の調理等の技能業務及び労務に従事する職員を採用するための選考試験

である。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 高校教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者

個人情報の対象者 受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：インターネット

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受験申込書、履歴書、身上調査書、身分証明書、卒業証明書、戸籍謄本、

されている主な 健康診断書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県立高等学校授業料減免許可事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 授業料の一部又は全部の免除のため

（根拠法令等） （秋田県立高等学校授業料等徴収条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 減免申請書、戸籍謄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県立高等学校授業料等収納事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 授業料等収納のため

（根拠法令等） （秋田県立高等学校授業料等徴収条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生徒

個人情報の対象者 生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 口座番号

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 納入通知書・領収済通知書、口座振替依頼書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県立高等学校授業料不徴収者認定事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 授業料不徴収制度の対象外となる生徒の不徴収認定のため

（根拠法令等） （秋田県立高等学校授業料等徴収条例の運用について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 実施機関以外の県の機関

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 承認申請書、休学・留学許可書、診断書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与事務

（ ）２枚中 １枚

定時制課程及び通信制課程の修学を促進するため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 高校教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 実施機関以外の県の機関

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 修学資金貸与申請書、収入調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与事務

（ ）２枚中 ２枚

定時制課程及び通信制課程の修学を促進するため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県高等学校定時制課程及び通信制課程修学資金貸与条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 修学資金貸与申請書、収入調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 高等学校等就学支援金事務 （ １枚中 １枚）

国が支給する就学支援金について、対象となる生徒の受給資格審査・

個人情報取扱事務の目的 交付可否の決定を行う。

（根拠法令等） （高等学校等就学支援金の支給に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各県立高等学校・高校教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（生徒）及びその保護者

個人情報の対象者 申請者（生徒）及びその保護者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：総合宛名システム

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 高等学校等就学支援金事業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 高校生等奨学給付金事務 （ １枚中 １枚）

低所得世帯を対象に給付する奨学給付金について、対象となる生徒の

個人情報取扱事務の目的 受給資格審査・支給可否の決定を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各県立高等学校・高校教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（生徒）及びその保護者

個人情報の対象者 申請者（生徒）及びその保護者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：総合宛名システム ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 高校生等奨学給付金事業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 高等学校卒業程度認定試験事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 大学入学の門戸を広く開くため、大学入学資格を検定する

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 高校教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者

個人情報の対象者 受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受験者票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県立高等学校ホームページ作成事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 各県立学校が学校紹介の一環としてホームページを作成する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生徒

個人情報の対象者 生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：インターネット

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 各学校のホームページ

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成２５年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 イングリッシュ・キャンプに関する事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 イングリッシュ・キャンプ参加者のとりまとめ

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 高校教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加児童・生徒

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ 、 ）録 心 身 の 状 況 ■ 食物アレルギー 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 運営担当者用参加者一覧

行政文書の名称



- 117 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 高校教育課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 卒業証明書発行事務

個人情報取扱事務の目的 卒業証明書発行のため、必要な台帳を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立中学校、高等学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県立中学校、高等学校の卒業者

個人情報の対象者 県立中学校、高等学校の卒業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（保護者氏名）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 卒業証書台帳

行政文書の名称



- 118 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

「 」 （ ）個人情報取扱事務の名称 就学や教育に関する相談会 事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 適切な就学に向けての情報提供、相談

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 相談者

個人情報の対象者 相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 教育相談票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 特別支援学校児童生徒実態調査 １枚中 １枚

特別支援学校に在籍する幼児児童生徒の実態把握

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援学校実態調査

されている主な

行政文書の名称



- 120 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 特別支援学校児童生徒の実態把握 １枚中 １枚

特別支援学校に在籍する幼児児童生徒の実態把握

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各県立特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援学校実態調査

されている主な

行政文書の名称



- 121 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指導要録事務 １枚中 １枚

幼児児童生徒の学習及び健康状況記録

個人情報取扱事務の目的 学校教育法施行規則第２４条

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各県立特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒

個人情報の対象者 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 指導要録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

、 （ ）個人情報取扱事務の名称 特別支援学校学校高等部 同専攻科及び幼稚部入学選考 １枚中１枚

入学志願者の選考

個人情報取扱事務の目的 秋田県立特別支援学校学則第１０条

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各県立特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入学志願者

個人情報の対象者 入学志願者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 入学選考資料綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 就学・転学通知事務 旧：教育措置通知事務 １枚中 １枚

就学・転学に関する事務

個人情報取扱事務の目的 （学校教育法施行令第１４条～第１６条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 就学、転学児童生徒

個人情報の対象者 就学、転学児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 就学・転学関係事務綴

されている主な 転学措置に係る起案処理簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県障害児就学審議会事務 ２枚中 １枚

適正就学についての審議

個人情報取扱事務の目的 秋田県障害児就学審議会条例

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 就学児、就学審議委員

個人情報の対象者 就学児

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県障害児就学審議会綴

されている主な 転学通知に係る起案処理簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県障害児就学審議会事務 ２枚中 ２枚

適正就学についての審議

個人情報取扱事務の目的 秋田県障害児就学審議会条例

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 就学児、就学審議会委員

個人情報の対象者 就学審議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県障害児就学審議会綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 １月 ４日

（ ）個人情報取扱事務の名称 特別支援教育就学奨励費支給事務 １枚中 １枚

特別支援学校への就学奨励に関する法律

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各県立特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別支援学級指導・実態把握調査 （ １枚中 １枚）

特別支援学級の運営改善

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童、生徒

個人情報の対象者 児童、生徒

1基 本 的 事 項 □ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援学級実態調査綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１５年 ８月１９日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学校に対する少年非行事案の通報 ２枚中 １枚

児童生徒の非行に関する正確な情報を迅速に得ることにより、在籍す

個人情報取扱事務の目的 る児童生徒の健全育成のための指導に資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒

個人情報の対象者 児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 ■ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （健康状態）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校に対する少年非行事案の通報制度

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１５年 ８月１９日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学校に対する少年非行事案の通報 ２枚中 ２枚

児童生徒の非行に関する正確な情報を迅速に得ることにより、在籍す

個人情報取扱事務の目的 る児童生徒の健全育成のための指導に資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒

個人情報の対象者 児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 ■ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （健康状態）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校に対する少年非行事案の通報制度

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 介護等体験生受入れに関する事務 １枚中 １枚

小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の

個人情報取扱事務の目的 特例等に関する法律

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課、各県立特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申込者

個人情報の対象者 申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 介護等体験受入申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 医療的ケア事務 （１枚中 １枚）

① 医療的ケアが必要な幼児児童生徒の実態調査

個人情報取扱事務の目的 ② 学校看護師による医療的ケア受けている幼児児童生徒の手続き事務

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別支援学校に在籍する医療的ケアが必要な幼児児童生徒

個人情報の対象者 特別支援学校に在籍する医療的ケアが必要な幼児児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（所属校、学年）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （医療的ケアの内容、主治医の意見5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

、 、 、 、個人情報が記録 実態調査票 主治医意見書 医療的ケア実施確認書 医療的ケア実施承認書

されている主な 医療的ケア実施指示書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 特別支援教育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 みんなで創る特別支援教育推進事業 １枚中 １枚

小・中学校の特別支援学級や通常の学級に在籍するＬＤやＡＤＨＤ等

個人情報取扱事務の目的 の発達障害児童生徒の支援

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 特別支援教育課、各小・中学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別支援学級に在籍する児童生徒

個人情報の対象者 特別支援学級に在籍する児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー）□ 本籍・国籍

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別支援教育セミナー実施計画

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 特別支援教育課

組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 卒業証明書発行事務

個人情報取扱事務の目的 卒業証明書発行のため、必要な台帳を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立特別支援学校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県立特別支援学校の卒業者

個人情報の対象者 県立特別支援学校の卒業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（保護者氏名）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 卒業証書台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 視聴覚教育功労者表彰事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 多年にわたり、学校教育又は社会教育における視聴覚教育の振興に

（根拠法令等） 功績のあった者を表彰し、今後の視聴覚教育の発展に資する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＣＤ－Ｒ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者調書・功績調書・履歴書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県生涯学習審議会関係事務 （ １枚中 １枚）

秋田県における生涯学習の振興方策について審議し、必要に応じて

個人情報取扱事務の目的 建議・答申等を行う。

（根拠法令等） （秋田県生涯学習審議会条例）

（生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県生涯学習審議会委員

個人情報の対象者 秋田県生涯学習審議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県生涯学習審議会委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 社会教育功労者表彰事務 １枚中 １枚

地域における社会教育活動を推進するため多年にわたり社会教育の振

個人情報取扱事務の目的 興に功績のあった者等に対し、その功績をたたえ文部科学大臣が表彰す

（根拠法令等） る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 推薦候補者

個人情報の対象者 推薦候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 社会教育功労者表彰候補者調書綴り

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県社会教育委員関係事務 １枚中 １枚

社会教育法第１５条及び秋田県社会教育委員に関する条例に基づき県

個人情報取扱事務の目的 教育委員会が任命しているものである。社会教育委員は、社会教育法第

（根拠法令等） １７条に基づき、教育長を経て教育委員会に社会教育に関する諸計画の

立案等について助言することを職務としている。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県社会教育委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 社会教育主事講習に関する事務 １枚中 １枚

社会教育法(昭和 年法律第 号）第９条の５の規定及び社会教育26 207
（ ） 、個人情報取扱事務の目的 主事講習等規定 昭和 年文部省令第 号 に基づき実施するもので26 12

（根拠法令等） 社会教育主事の職務を遂行するために必要な専門的知識、技能を修得さ

せ、社会教育主事となりうる資格を付与することを目的とした講習の受

講申込者の関係書類を取りまとめ、実施機関に提出する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課、地方機関

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県社会教育主事講習受講申込書名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 社会教育主事の資格認定に関する事務 １枚中 １枚

社会教育法（昭和 年法律第 号）第９条の４第４号の規定によ24 207
個人情報取扱事務の目的 る社会教育主事の資格の認定に関し、社会教育主事の資格の認定に関す

（根拠法令等） る規則（昭和 年教育委員会規則第 号）第２条の規定に基づき、認35 7
定証書の交付を行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 社会教育主事資格認定申請書

されている主な 社会教育主事の資格認定申請一覧

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＴＡ活動振興功労者表彰 （ １枚中 １枚）

ＰＴＡ活動の振興に顕著な功績のある者を文部科学大臣が表彰し、も

個人情報取扱事務の目的 ってＰＴＡ活動の健全な育成と発展に資する。

（根拠法令等） 県教育委員会が推薦要領に基づき、被表彰候補者を推薦するため、被

表彰候補者調査票および履歴書を作成する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 被候補者調査票

されている主な 履歴書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県美術品取得基金事務 （ １枚中 １枚）

秋田県美術品取得基金美術品収集委員会設置要綱に基づき、美術品収

個人情報取扱事務の目的 集委員会の委員の選任を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県美術品取得基金美術品収集委員会委員

個人情報の対象者 秋田県美術品取得基金美術品収集委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県美術品取得基金美術品収集委員会委員名簿綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 学芸員資格認定事務 （ １枚中 １枚）

博物館法施行規則第９号に基づき、無試験認定の事務を行う。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学芸員資格無試験認定希望者

個人情報の対象者 学芸員資格無試験認定希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学芸員資格認定綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地域文化功労者表彰事務 （ １枚中 １枚）

全国各地域において、芸術文化の振興、文化財の保護に尽力するなど

、 、個人情報取扱事務の目的 地域文化の振興に功績のあった個人及び団体に対し その功績をたたえ

（根拠法令等） 文部科学大臣が表彰。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課・文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者調書・功績調書・履歴書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美術ホール使用許可事務 （ １枚中 １枚）

秋田県立美術館の美術ホールを使用しようとする者に、その使用を

個人情報取扱事務の目的 許可するため。

（根拠法令等） （秋田県立美術館条例）

（教育機関の管理及び運営に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 使用者

個人情報の対象者 使用者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■使用目的9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：CD-R
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う ■ 有 事務の内容：美術ホールの使用許可事務

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県立美術館使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 子どもの読書活動優秀実践表彰事務 １枚中 １枚

子どもの読書活動推進において優れた実践を行っている図書館、団体

個人情報取扱事務の目的 及び個人に対し、その功績をたたえ、文部科学大臣が表彰する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 推薦候補者

個人情報の対象者 推薦候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □使用目的9
■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 子どもの読書優良実践文部科学大臣表彰関係綴り

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 学校・家庭・地域連携総合推進事業 １枚中 １枚

本県における学校・家庭・地域の連携による教育支援活動の一層の充

個人情報取扱事務の目的 実を図るため、より効果的・効率的な事業運営・連携の在り方について

（根拠法令等） 検討、評価を行うため協議会を設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県学校・家庭・地域連携総合推進事業運営協議会

個人情報の対象者 秋田県学校・家庭・地域連携総合推進事業運営協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □使用目的9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県学校・家庭・地域総合推進事業運営協議会名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２４年 ７月２１日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美術館講演会等講師依頼事務 （ １枚中 １枚）

美術に対する理解を深め、誰でも気軽に利用できる親しみやすい美術

個人情報取扱事務の目的 館を目指す。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 講師依頼状

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２４年 ７月２１日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美術館講演会等参加者募集事務 （ １枚中 １枚）

美術に対する理解を深め、誰でも気軽に利用できる親しみやすい美術

個人情報取扱事務の目的 館を目指す。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 教育留学推進事業に関する事務 １枚中１枚

教育留学推進事業の留学希望者への問合せ及び連絡のため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：４市町村への委託事業 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 教育留学申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 大人が支える！インターネットセーフティの推進事務

（１枚中 １枚）

インターネットセーフティを推進するため、各機関と協議・情報共有

個人情報取扱事務の目的 を行う協議会を設置

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 大人が支える！インターネットセーフティの推進運営協議会の委員

個人情報の対象者 大人が支える！インターネットセーフティの推進運営協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 大人が支える！インターネットセーフティの推進運営協議会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 青少年教育施設を活用したネット依存対策事業事務 １枚中 １枚

ネット依存対策事業の具体的な計画及び実施、さらには検証を行うた

個人情報取扱事務の目的 め、教育関係者や医療関係者を中心とした検討委員会を設置

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 青少年教育施設を活用したネット依存対策事業検討委員会の委員

個人情報の対象者 青少年教育施設を活用したネット依存対策事業検討委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 青少年教育施設を活用したネット依存対策事業検討委員会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 子どもの読書活動推進に関する事務（ １枚中 １枚）

読書に親しむ多様な機会の提供により、新たに読書を始めたり、読書の

個人情報取扱事務の目的 幅を拡げたりする県民を増やすとともに、読書の楽しさを発信する人材

（根拠法令等） を育成するなど、県民の読書習慣の向上に向けた取組を推進する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加者名簿

されている主な

行政文書の名称



- 153 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生涯学習課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 自己肯定感向上プロジェクト・宿泊体験活動等の実施に関する事務

（２枚中１枚）

自己肯定感向上プロジェクト推進会議を開催し、不登校児童生徒が抱

。 、個人情報取扱事務の目的 えるニーズについての協議を行う またプログラム企画委員会を開催し

（根拠法令等） 効果的なプログラムの企画・立案・検討等を行う。これらの委員の委嘱

・連絡のために個人情報を取得する必要がある。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会議・委員会の委員

個人情報の対象者 会議・委員会の委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 依頼状・委員名簿・会議録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生涯学習課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 自己肯定感向上プロジェクト・宿泊体験活動等の実施に関する事務

（２枚中２枚）

、 。少年自然の家等を利用し 屋外キャンプや様々な体験活動を実施する

個人情報取扱事務の目的 参加希望者を一般公募し、連絡・問合せ・緊急対応の体制整備のために

（根拠法令等） 個人情報を取得する必要がある。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 宿泊体験活動への参加希望者

個人情報の対象者 宿泊体験活動への申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （性格や普段の生活の様子など）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号・第３号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加希望申込書・参加者名簿・体験活動のしおり

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 文化財保護管理指導事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 指導員を委嘱し、県内の国指定文化財・埋蔵文化財包蔵地について巡

（根拠法令等） 視を行い、それら文化財の状況把握と保護を期する。

（文化財保護法第１９１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 文化財保護管理指導員

個人情報の対象者 文化財保護管理指導員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 文化財保護管理指導員関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 北・南奥羽山系カモシカ保護地域調査事務（ １枚中 １枚）

北・南奥羽山系カモシカ保護地域調査実施要項

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査指導委員、調査員

個人情報の対象者 調査指導委員、調査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 カモシカ通常・特別調査実施要項

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 埋蔵文化財の各種届出・通知事務 ２枚中 １枚

埋蔵文化財包蔵地（遺跡）を工事等で発掘しようとする者及び地方公

個人情報取扱事務の目的 共団体は、文化財保護法第９２条、９３条及び９４条等により発掘の届

（根拠法令等） 出・通知等をしなければならない。

（文化財保護法第９２・９３・９４・９９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第２号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 埋蔵文化財発掘調査通知、埋蔵文化財発見届

されている主な

行政文書の名称



- 158 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 埋蔵文化財の各種届出・通知事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 １枚目に同じ

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 発掘調査担当者・発掘調査関係作業員

個人情報の対象者 発掘調査担当者・発掘調査関係作業員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 埋蔵文化財発掘調査通知、埋蔵文化財発見届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 文化財専門職員採用試験願書取扱事務 １枚中 １枚

採用試験受験者の受験資格等を確認する必要がある。

個人情報取扱事務の目的 （人事委員会規則４－５（職員の採用）第２６条第６号）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 採用試験受験者

個人情報の対象者 採用試験受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 第一次試験選考結果

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類登録事務 １枚中 １枚

銃砲刀剣類所持等取締法第１４条等により、教育委員会が銃砲刀剣類

個人情報取扱事務の目的 登録事務を行うことになっている。このため銃砲刀剣類登録審査委員を

（根拠法令等） 置かなければならない。

（銃砲刀剣類所持等取締法第１４条など）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 銃砲刀剣登録審査委員・登録審査申請者

個人情報の対象者 銃砲刀剣類登録審査委員・登録審査申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 銃砲刀剣類登録原簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 国・県指定文化財保存事業費等補助金取扱事務 １枚中 １枚

国・県指定文化財所持者で修理等のための補助金を申請する者は、文

個人情報取扱事務の目的 化庁文化財補助金交付規則等により所定の申請書を提出しなければなら

（根拠法令等） ない。

（文化庁文化財補助金交付規則等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 国・県指定文化財所有者 民俗芸能等保存団体

個人情報の対象者 国・県指定文化財所有者 民俗芸能等保存団体

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県補助金関係

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県文化財保護審議会事務 ２枚中 １枚

秋田県教育委員会の諮問に応じて、文化財の指定や保存に係わる重要

個人情報取扱事務の目的 事項について調査審議する。

（根拠法令等） （秋田県文化財保護条例第４５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 文化財保護審議会委員

個人情報の対象者 文化財保護審議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県文化財保護審議会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県文化財保護審議会事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 １枚目に同じ

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 文化財（土地）所有者

個人情報の対象者 文化財（土地）所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県文化財保護審議会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 遺跡地図関係事務 １枚中 １枚

都道府県教育委員会は文化財保護法第９５条により、周知の埋蔵文化

個人情報取扱事務の目的 財包蔵地（遺跡）について、資料の整備その他その周知の徹底を図るた

（根拠法令等） め必要な措置の実施に努めなければならない。

（文化財保護法第９５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 埋蔵文化財包蔵地所有者

個人情報の対象者 埋蔵文化財包蔵地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 遺跡地図

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 民俗芸能関係事務 ２枚中 １枚

県内の民俗芸能伝承者の保存伝承活動の継続と伝承意欲の昂進のため

個人情報取扱事務の目的 民俗芸能等の公開を進めるとともに、功労者を表彰する。

（根拠法令等） （秋田県民俗芸能大会開催要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県民俗芸能功労者

個人情報の対象者 県民俗芸能功労者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県民俗芸能大会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 民俗芸能関係事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 １枚目に同じ

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 民俗芸能等保存団体

個人情報の対象者 民俗芸能等保存団体

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県民俗芸能大会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 世界遺産登録推進事業事務 ２枚中 １枚

暫定一覧表に記載された北海道・北東北を中心とした縄文遺跡群の世

個人情報取扱事務の目的 界遺産登録を推進することに関係する事務。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 専門家委員

個人情報の対象者 専門家委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 縄文遺跡群世界遺産登録推進専門家委員会開催通知

されている主な

行政文書の名称



- 168 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 世界遺産登録推進事業事務 ２枚中 ２枚

１枚目に同じ

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 イベント参加者

個人情報の対象者 出演者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 縄文遺跡群世界遺産登録推進イベント要綱 イベント参加申込書

されている主な

行政文書の名称



- 169 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 文化財保存調査事業関係事務 １枚中 １枚

県指定無形文化財、有形民俗文化財、無形民俗文化財等の伝承保存を

個人情報取扱事務の目的 目的として調査を実施し、その内容の記録保存等を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査委員

個人情報の対象者 調査委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 文化財収録作成調査委員会実施要項

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指定文化財所在確認調査等関係事務 １枚中 １枚

国・県指定等文化財の現状の所在確認を目的として調査を実施し、指

個人情報取扱事務の目的 定等文化財台帳の整備を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 文化財所有者

個人情報の対象者 文化財所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 文化財台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 日本遺産認定関係事務 （ １枚中 １枚）

文化庁が平成２７年度から開始した日本遺産認定に関係する事務。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業委員会委員

個人情報の対象者 事業委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 あきたの魅力発信事業綴

されている主な

行政文書の名称



- 172 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県文化財保存活用大綱策定事務 （ １枚中 １枚）

本県における文化財の総合的な保存・活用の方針、市町村への支援、

個人情報取扱事務の目的 複数の市町村にまたがる広域的な取組などについて、大綱の策定により

（根拠法令等） 基本的な方向性を示し、県全体が同じ方針の下に取り組んでいく。

（改正文化財保護法第１８３条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習課文化財保護室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 大綱策定委員

個人情報の対象者 大綱策定委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県文化財保存活用大綱策定委員会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 施設使用団体等の受け入れに関する事務 （１枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 施設利用団体又は個人への問い合わせ及び緊急連絡のため

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立大館少年自然の家 秋田県岩城少年自然の家

所 管 す る 組 織 の 名 称 秋田県立保呂羽山少年自然の家

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 年度別利用申込書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 少年自然の家協働会議関係事務 （１枚中 １枚）

少年自然の家の持続的運営を可能とするため、評価や助言、協力を行

個人情報取扱事務の目的 い、地域住民等の参画促進に努める。

（根拠法令等） （秋田県立大館少年自然の家協働会議、秋田県立岩城少年自然の家協働

会議、秋田県立保呂羽山少年自然の家協議会議 各設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立大館少年自然の家、秋田県立岩城少年自然の家、秋田県立保

所 管 す る 組 織 の 名 称 呂羽山少年自然の家

個人情報の対象者の区分 協働会議委員

個人情報の対象者 協働会議委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 大館少年自然の家協働会議委員名簿

されている主な 岩城少年自然の家協働会議委員名簿

行政文書の名称 保呂羽山少年自然の家協働会議委員名簿
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 利用者管理事務 １枚中 １枚

図書館資料貸出・閲覧等の利用者管理のための図書利用カード新規

個人情報取扱事務の目的 発行申込、変更、カード再発行等

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則 第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：利用者管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 図書利用カード申込書、図書利用カード変更届、図書利用カード亡失届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資料提供事務 １枚中 １枚

利用者への資料の閲覧、貸出、予約、督促等提供事務

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則 第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（提供資料名）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：資料貸出システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

書庫内資料利用票、ＡＶ資料館内利用票、インターネット端末利用申込票、データベー個人情報が記録

ス端末等利用申込票・図書リクエスト申込書、特別貸出申請書、貸出リスト、督促リスされている主な

ト、県立図書館図書宅配サービス申込書、文献複写申込書行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資料複写事務 １枚中 １枚

図書館資料文献複写申請受付

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （著作権法第３１条 教育機関の管理及び運営に関する規則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（資料名）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

資料複写申込書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 写真撮影・印刷物掲載許可申請書事務 １枚中 １枚

図書館資料の写真撮影・印刷物掲載の許可申請

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （著作権法第３１条 教育機関の管理及び運営に関する規則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（資料名） ■（目的・用途）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

写真撮影・印刷物掲載許可申請書個人情報が記録

されている主な 出版・掲載・放映等掲載許可申請書

行政文書の名称



- 179 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 レファレンス 調査相談 事務 １枚中 １枚

図書館資料を利用しての調査・相談

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則 第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 レファレンス記録票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資料損傷・紛失届事務 １枚中 １枚

図書館資料損傷・紛失時の届け

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （秋田県立図書館利用制限に関する規程第１１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（資料名） ■（理由）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 資料損傷・紛失届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 リクエスト資料申込事務 １枚中 １枚

図書館未所蔵資料を購入もしくは他館より貸借するため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：図書館共有ファイル

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

図書リクエスト申込書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 各主催セミナー開催事務 １枚中 １枚

各主催セミナー参加申し込み

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：名簿ファイル excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：図書館共有ファイル

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な セミナー参加申込書、参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 図書館ボランティア事務 １枚中 １枚

図書館ボランティアの把握

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 18歳以下の場合は保護者氏名

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（資料名・理由）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：図書館共有ファイル

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 図書館ボランティア名簿 ボランティア保険申請

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 図書館関係団体表彰推薦事務 １枚中 １枚

秋田県図書館協会、北日本図書館連盟、全国公共図書館協議会における

個人情報取扱事務の目的 図書館振興に供した個人・団体等の推薦

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰推薦対象者

個人情報の対象者 表彰推薦対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：図書館共有ファイル

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

表彰者推薦伺い個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 図書館実習関係事務 （ １枚中 １枚）

他団体、機関に所属する者の図書館実習に係わる事務

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 実習生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（実習生の所属する機関）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 実習生個人記録票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 寄贈資料受入事務 （ １枚中 １枚）

寄贈資料の受領書（礼状）の交付及び台帳記載

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則 第７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 図書、その他資料の寄贈者

個人情報の対象者 寄贈者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：資料受入システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 申請書、受納書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県立図書館協議会 １枚中 １枚

秋田県図書館協議会の委員の任命に関する事務

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （昭和２５年１２月２３日 秋田県条例第３７号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：総務班ファイル ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

秋田県立図書館協議会（綴り）個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生涯学習課組織の名称

登録年月日 令和２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 子ども読書支援センター支援員事務 １枚中 １枚

子ども読書支援センター支援員の把握

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 読書支援に関する略歴

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 子ども読書支援センター読み聞かせグループ支援員登録申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 講座室利用管理事務 （ １枚中 １枚）

講座室の使用予定管理

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則第８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館（あきた文学資料館）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 講座室利用申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 あきた文学資料館文学講座開催事務 １枚中 １枚

あきた文学資料館文学講座参加申し込み

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館（あきた文学資料館）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

あきた文学資料館文学講座参加申込書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

、 （ ）個人情報取扱事務の名称 写真撮影 出版・掲載・放映等許可申請事務 １枚中 １枚

あきた文学資料館資料の写真撮影、出版・掲載・放映等許可申請書

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （教育機関の管理及び運営に関する規則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館（あきた文学資料館）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■資料名9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

写真撮影許可申請書、出版・掲載・放映等許可申請書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資料提供事務 １枚中 １枚

利用者への資料の閲覧、貸出等提供事務

個人情報取扱事務の目的 （教育機関の管理及び運営に関する規則第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館（あきた文学資料館）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■資料名9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

資料利用申込書、資料特別貸出申請書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 情報提供事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 利用者からの相談等受付

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立図書館（あきた文学資料館）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）excel
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な あきた文学資料館相談受付簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資料特別利用許可業務 １枚中 １枚

収蔵資料の管理保管のため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館資料取扱要項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 利用目的

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 資料特別利用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 寄贈・寄託資料の受入事務 １枚中 １枚

収蔵資料の充実を図るとともに資料保存に努めるため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館資料取扱要項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 寄贈・寄託者

個人情報の対象者 寄贈・寄託者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 寄付理由

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



- 196 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資料借用事務 １枚中 １枚

展示活動の充実を図るため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館資料取扱要項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者

個人情報の対象者 所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 借用申込書（受領書）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 表彰等推薦事務 （ １枚中 １枚）

功績顕著な者を表彰し、より文化振興を図るため

個人情報取扱事務の目的 （各種表彰規定等）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 推薦候補者

個人情報の対象者 推薦候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 博物館実務実習実施事務 １枚中 １枚

学芸員の資格取得を望む者に実習の機会を与えるため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館実務実習実施要項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申込者

個人情報の対象者 申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（大学）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 実習申込書、実習生履歴書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 博物館教室、講座開催事務 （ １枚中 １枚）

博物館活動の普及教育に努めるため－受講者のとりまとめ

個人情報取扱事務の目的 （各博物館教室、講座実施要項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申込者

個人情報の対象者 申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申し込み・受講者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生涯学習課

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 主催事業への協力依頼事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 主催事業の充実を図るため

（根拠法令等） （事業実施要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協力者（講師・指導者等）

個人情報の対象者 協力者（講師・指導者等）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■出身地

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■ 著書・論文等

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 略歴書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 招待券発行事務 （ １枚中 １枚）

展示の広報活動の充実を図るため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 招待者

個人情報の対象者 招待者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 招待券発行簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 レファレンス対応事務 （ １枚中 １枚）

サービス業務の充実を図るため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 レファレンス申込者

個人情報の対象者 レファレンス申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 レファレンス対応記録

されている主な

行政文書の名称



- 203 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県立博物館友の会事務 １枚中 １枚

共済事業やボランティアとしての協力体制を充実するため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館友の会会則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員

個人情報の対象者 会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 会員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県博物館等連絡協議会事務 （ １枚中 １枚）

博物館等相互の連携を図り、事業の発展に寄与するため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県博物館等連絡協議会会則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 加盟館職員

個人情報の対象者 加盟館職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 ボランティア受入事務 （ １枚中 １枚）

ボランティアの活用を図るため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ボランティア

個人情報の対象者 ボランティア

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ボランティア名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 講堂・学習室使用許可事務 （ 枚中 枚）

講堂・学習室の使用を許可するため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館条例、秋田県立博物館管理運営に関する要項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２２日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 博物館協議会事務 （ １枚中 １枚）

博物館の運営に関し、意見を伺うため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立博物館条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立博物館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 博物館協議会委員

個人情報の対象者 博物館協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 博物館協議会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 各種研修事業に係る事務 （１枚中 １枚）

青少年教育の振興と県民の生涯学習活動の支援のため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県青少年交流センター条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県青少年交流センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業参加者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県青少年交流センター運営委員会事務 （１枚中 １枚）

秋田県青少年交流センターの適正な運営を図るため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県青少年交流センター運営委員会規定）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県青少年交流センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県青少年交流センター運営委員

個人情報の対象者 秋田県青少年交流センター運営委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県青少年交流センター運営委員会名簿

されている主な

行政文書の名称



- 210 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県青少年交流センター使用許可事務 （１枚中 １枚）

秋田県青少年交流センターの施設又は土地を使用しようとする者に、

個人情報取扱事務の目的 その使用を許可するため

（根拠法令等） （秋田県青少年交流センター条例）

（教育機関の管理及び運営に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県青少年交流センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 使用者

個人情報の対象者 使用者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：公金の徴収・収納事務の委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 秋田県青少年交流センター使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 なまはげキャンプ事業に関する事務 （１枚中 １枚）

なまはげキャンプに係わる委員・参加者等への連絡のため作成する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 青少年交流センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 実行委員・参加者

個人情報の対象者 実行委員・支援グループ代表・参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 なまはげキャンプ実行委員名簿

されている主な 同参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業科学館ボランティア募集事務 （ １枚中 １枚）

農業科学館の企画展や各種教室開催時の奉仕作業を通じ、展示物や農

個人情報取扱事務の目的 業に関する知識、理解を深め、来館者への便宜を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立農業科学館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ボランティア登録者

個人情報の対象者 ボランティア登録者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ボランティア名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 団体利用受付事務 （ １枚中 １枚）

団体利用者に団体利用申込書を提出いただき、スムーズな入館を図る

個人情報取扱事務の目的 とともに、概要説明など希望に応じた対応を行い、来館者への便宜を図

（根拠法令等） る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立農業科学館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 団体利用申込者

個人情報の対象者 団体利用申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 団体利用申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 施設使用許可事務 （ １枚中 １枚）

広場や野外炉などの施設を使用する場合に申請書を提出いただき、責

個人情報取扱事務の目的 任ある施設の利用を促す。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立農業科学館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 施設使用申込者

個人情報の対象者 施設使用申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 施設使用申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 多目的ホール使用許可事務 （ １枚中 １枚）

利用者に申請書を提出いただき、内容を審査のうえ使用を許可する。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立農業科学館条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立農業科学館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 使用者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 多目的ホール使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 サン・アグリンゼミナール講師依頼事務 （ １枚中 １枚）

各ゼミナールを魅力あるものにするため、専門の講師を招き、参加者

個人情報取扱事務の目的 の理解を深める。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立農業科学館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 依頼講師

個人情報の対象者 依頼講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 講師名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方共通 ■固 有 生涯学習課

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 サン・アグリンゼミナール参加者募集事務 （ １枚中 １

枚）

園芸、食等に関する理解を深めるため学習機会を提供し、県民の文化

個人情報取扱事務の目的 の向上に寄与する。

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 秋田県立農業科学館

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 参加申込者

個人情報の対象者 参加申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

個人情報の収集先 本人以外 □ 同一実施機関内 □ 実施機関以外の県の機関

の区分 □ 国・他の地方公共団体

□ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当）■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

□ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個人情報の処理 ■ 文書・図面・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）形態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ 教室参加者名簿

れている主な行政

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生涯学習課

組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業科学館運営協議会関係事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 農業科学館の運営の在り方について提言を得る。

（根拠法令等） （秋田県立農業科学館運営協議会規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県立農業科学館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運営協議会委員

個人情報の対象者 運営協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県立農業科学館運営協議会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 展示事業に係わる作品借用事務 １枚中 １枚

作品の所蔵先調査

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 作品借用者

個人情報の対象者 作品借用者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 作品借用者一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

、 、 （ ）個人情報取扱事務の名称 美術館講演会 講座 教室等講師依頼事務 １枚中 １枚

美術に対する理解を深め、誰でも気軽に利用できる親しみやすい美術

個人情報取扱事務の目的 館をめざす。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 講師依頼状

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

、 、 （ ）個人情報取扱事務の名称 美術館講演会 講座 教室等参加者募集事務 １枚中 １枚

美術に対する理解を深め、誰でも気軽に利用できる親しみやすい美術

個人情報取扱事務の目的 館をめざす。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 応募者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ボランティア活動事務 １枚中 １枚

生涯学習振興に基づき、活動等を通して各自が学習し、県民と美術館

個人情報取扱事務の目的 の架け橋として身近で開かれた美術館運営を目指す。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ボランティア会員

個人情報の対象者 ボランティア会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ボランティア会員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 博物館実習関係事務 １枚中 １枚

学芸員資格認定のため、大学の依頼により、県内出身の学生を受入れ

個人情報取扱事務の目的 て実施している。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 実習希望学生

個人情報の対象者 実習希望学生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 実習生名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

、 （ ）個人情報取扱事務の名称 作品 資料等寄贈・寄託受入事務 １枚中 １枚

貴重な作品や資料の寄贈・寄託を受け入れ、収蔵資料の充実を期すと

個人情報取扱事務の目的 ともに、貴重な美術遺産の保管に努める。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 寄贈者・寄託者

個人情報の対象者 作品借用者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 寄贈申請書・寄託申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 美術館優待券発行事務 １枚中 １枚

館運営に貢献した方々に対し、広く館運営事業にご意見・ご提案をい

個人情報取扱事務の目的 ただくため入館の便を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 優待券発送者

個人情報の対象者 優待券発送者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 優待券送付者一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 近代美術館協議会関係事務 １枚中 １枚

館の運営に関するご意見を頂戴する。

個人情報取扱事務の目的 （博物館法第２０条第２項及びふるさと村条例第二章第６条の規定）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 近代美術館協議会委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２２日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 美術館利用アンケート事務 １枚中 １枚

来館者から館の運営に対しての意見をいただく。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 アンケート回答者（来館者）

個人情報の対象者 アンケート回答者（来館者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢（10歳単位 ・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ））

※氏名・住所の詳細記入は任意

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）人 3社 会的差別の □ 法令等

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）項 心 身 の 状 況 □5
目 ( 又は に該2 3

当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 アンケート回答者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２２日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 年間フリーパス発行事務 １枚中 １枚

通年利用者の利便を図る。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 年間フリーパス購入希望者

個人情報の対象者 年間フリーパス購入希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 年間フリーパス発行台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年 ５月２１日 開始(変更)年月日 令和２年 ５月２１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 入館者の連絡先徴取事務 １枚中 １枚

新型コロナウイルス感染者が発生した場合に感染者と同じ日に入館し

個人情報取扱事務の目的 た人に連絡をとること。また、保健所等の関係機関に情報提供する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 近代美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入館者

個人情報の対象者 入館者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 入館者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県立美術館年間パスポート発行業務 （ １枚中 １枚）

通年利用者の利便性の向上を図るとともに、美術への興味・関心を高

個人情報取扱事務の目的 める。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県立美術館

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う ■ 有 事務の内容：申請受付事務及び年間パスポート発行

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県立美術館年間パスポート（定期券）発行台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 生涯学習支援システム情報関係事務 （ １枚中 １枚）

高度情報通信社会の進展に伴い、生涯学習情報を一般県民にも気軽に

個人情報取扱事務の目的 活用できるものにするとともに、生涯学習関連施設の利用についても、

（根拠法令等） その利便性の向上を図り、インターネット社会に対応した生涯学習支援

システムを構築するため個人情報を把握する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師・指導者、ボランティア個人・団体、団体・グループ

個人情報の対象者 講師・指導者、ボランティア個人・団体、団体・グループ

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：生涯学習支援ｼｽﾃﾑ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：県機関ホームページ

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 生涯学習支援システム磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 生涯学習センター使用許可事務 １枚中 １枚

生涯学習センターの使用・許可及び使用料の徴収に係る事務遂行のた

個人情報取扱事務の目的 め、必要最低限の個人情報を使用申請書に記入する。

（根拠法令等） （秋田県生涯学習センター条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 生涯学習センター使用申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 生涯学習センター主催講座受講受付事務 １枚中 １枚

生涯学習センターで主催する各種講座・研修会の参加希望者から当該

個人情報取扱事務の目的 事務遂行に係る必要最低限の個人情報を参加者名簿に記入する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 各種講座・研修会参加者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 生涯学習ボランティアセンター事務 １枚中 １枚

生涯学習の推進を図るため、生涯学習ボランティアの組織化とその活

個人情報取扱事務の目的 動を円滑にすすめるためのコーディネーターをもって、生涯学習ボラン

（根拠法令等） ティアセンターを運営するための個人情報を把握する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 登録者

個人情報の対象者 登録者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：生涯学習支援ｼｽﾃﾑ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：生涯学習支援システム

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 生涯学習ボランティアバンク名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 視聴覚機材・教材貸出事務 １枚中 １枚

生涯学習センターで所有している視聴覚機材・教材等を申請者に貸し

個人情報取扱事務の目的 出す事務遂行のため、必要最低限の個人情報を申請書に記入する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 視聴覚機材・教材利用申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 生涯学習センター運営委員会事務 １枚中 １枚

生涯学習センター運営委員会を組織し、県民各界各層の意見等を運営

個人情報取扱事務の目的 に反映させるための個人情報を把握する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運営委員

個人情報の対象者 運営委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 生涯学習センター運営委員会名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生涯学習課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成 年 月 日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 単位 称号 認定事務 １枚中 １枚

あきたスマートカレッジ受講者等で単位（称号）認定の申請のあった

個人情報取扱事務の目的 者に単位取得数に応じた奨励証を交付する事務遂行のため、必要最低限

（根拠法令等） の個人情報を申請書に記入する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生涯学習センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ﾊﾟｿｺﾝﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 単位（称号）認定申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 発掘調査関係作業員任命関係事務 １枚中 １枚

発掘調査を行うにあたり、補助の作業員を募集し任命する。

個人情報取扱事務の目的 （臨時的任用職員任用管理要項等）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県埋蔵文化財センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 発掘調査関係作業員

個人情報の対象者 発掘調査関係作業員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 臨時的任用職員関係綴

されている主な

行政文書の名称



- 239 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 埋蔵文化財活用関係事務 ２枚中 １枚

郷土の歴史や文化財に対する興味と関心を高めるために、埋蔵文化財

個人情報取扱事務の目的 の活用事業を実施する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県埋蔵文化財センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 埋蔵文化財保管活用事業綴

されている主な

行政文書の名称



- 240 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 埋蔵文化財活用関係事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 １枚目に同じ

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県埋蔵文化財センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師 等

個人情報の対象者 講師 等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 埋蔵文化財保管活用事業綴

されている主な

行政文書の名称



- 241 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 文化財保護室

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県埋蔵文化財センター運営協議会運営事務 １枚中 １枚

秋田県埋蔵文化財センターの機能及び運営の在り方について、提言を

個人情報取扱事務の目的 得る。

（根拠法令等） （秋田県埋蔵文化財センター運営協議会規定）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県埋蔵文化財センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運営協議会委員

個人情報の対象者 運営協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 勤務先

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 運営協議会綴

されている主な

行政文書の名称



- 242 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 健康診断実施事務 （ １枚中 １枚）

県立学校の児童生徒の健康診断を実施

個人情報取扱事務の目的 （学校保健安全法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒（受診者）

個人情報の対象者 児童生徒（受診者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：検査・検診業務

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 健康診断票綴

されている主な

行政文書の名称



- 243 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ３枚中 １枚独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付事務

独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付契約に係る掛金の免除

独立行政法人日本スポーツ振興センターとの災害共済給付契約に係る共済個人情報取扱事務の目的 （

掛金の免除に関する規則）（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（保護者）

個人情報の対象者 申請者（保護者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 ■ 被災状況

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 独立行政法人日本スポーツ振興センター綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ３枚中 ２枚独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付事務

独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付契約に係る掛金の免除

独立行政法人日本スポーツ振興センターとの災害共済給付契約に係る共済個人情報取扱事務の目的 （

掛金の免除に関する規則）（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 児童生徒

個人情報の対象者 児童生徒

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 独立行政法人日本スポーツ振興センター綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有

組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ３枚中 ３枚独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付事務

独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付に係る医療費請求・給付

独立行政法人日本スポーツ振興センター法）個人情報取扱事務の目的 （

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 請求者（児童生徒・保護者)

個人情報の対象者 請求者（児童生徒・保護者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 独立行政法人日本スポーツ振興センター綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 高等学校定時制課程夜食費補助事務 （１枚中 １枚）

高等学校定時制課程の生徒の夜食費の一部を補助するため

個人情報取扱事務の目的 （高等学校定時制課程夜食費補助実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 高等学校定時制課程夜食費補助綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 １枚中 １枚学校保健・学校安全功労表彰事務

学校保健・学校安全に対し功労があった者を表彰

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰者

個人情報の対象者 表彰者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第２項第３号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校保健・学校安全表彰綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 １枚中 １枚学校給食功労表彰事務

学校給食に対し功労があった者を表彰

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰者

個人情報の対象者 表彰者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第２項第３号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 学校給食表彰綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 １枚中 １枚文部科学省委嘱等事務

文部科学省からの委嘱事業の実施

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師等

個人情報の対象者 講師等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 金融機関

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 国費関係綴（債主登録入力確認票）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 精神保健相談事業 （ １枚中 １枚）

多様化する児童生徒の心身の健康問題について、適切な相談活動や保

個人情報取扱事務の目的 健指導ができるよう精神科相談医を委嘱し、事例検討や相談活動を行う

（根拠法令等） ことにより教員の資質や能力の向上を図る。

（精神保健相談事業実施要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 精神科相談医

個人情報の対象者 精神科相談医

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（金融機関 ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 精神保健相談事業関連綴（債主登録入力確認票）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 性に関する指導拡充事業 １枚中 １枚

性感染症等性に関する正しい知識を身に付け、自己決定できる生徒を

個人情報取扱事務の目的 育成するために、医師や性教育研究会員等の専門家を学校に派遣し、性

（根拠法令等） に関する講座を実施する。

（性に関する指導拡充事業実施要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 産婦人科医、性教育講座及び研修会講師

個人情報の対象者 産婦人科医、性教育講座及び研修会講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 金融機関

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 性に関する指導綴（債主登録入力確認票）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 １月 ４日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 要保護児童生徒に対する就学援助事務 １枚中 １枚

県立義務教育諸学校の要保護児童生徒に対する医療費補助

個人情報取扱事務の目的 （学校保健安全法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者（児童生徒と保護者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 要保護児童生徒医療費補助金

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 １月 ４日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 準要保護児童生徒に対する就学援助事務 １枚中 １枚

県立中学校の準要保護児童生徒に対する学校給食費等の補助

個人情報取扱事務の目的 （秋田県就学援助事業実施要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者（児童生徒と保護者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県就学援助事業

されている主な

行政文書の名称



- 254 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 運動部活動活力アップ支援事業業務 （ １枚中 １枚）

運動部活動活力アップ支援事業における外部指導者、委員、アドバイ

個人情報取扱事務の目的 ザー、講演会講師等の登録のため（各事業の実施要綱等）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 外部指導者、委員、アドバイザー、講演会講師等

個人情報の対象者 外部指導者、委員、アドバイザー、講演会講師等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 金融機関

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 運動部活動活力アップ支援事業（債主登録入力確認票）

されている主な

行政文書の名称



- 255 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田っ子元気アップ推進事業業務 １枚中 １枚

秋田っ子元気アップ推進事業における講師、外部指導者、有識者等の

個人情報取扱事務の目的 登録のため（各事業の実施要綱等）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師、外部指導者、有識者等

個人情報の対象者 講師、外部指導者、有識者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 金融機関

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田っ子元気アップ推進事業（債主登録入力確認票）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 保健体育課

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有

組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 健やか秋田っ子育成支援事業 １枚中 １枚

健やか秋田っ子育成支援事業における講師、外部指導者、有識者等の

個人情報取扱事務の目的 登録のため（各事業の実施要綱等）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 保健体育課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員、外部指導者、有識者等

個人情報の対象者 委員、外部指導者、有識者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 金融機関

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第２項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 健やか秋田っ子推進事業（債主登録入力確認票）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 福利課

組織の名称

登録年月日 平成２９年６月２６日 開始(変更)年月日 令和 ２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 健康管理医発令及び衛生管理者等の選任事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 教育庁、教育機関及び県立学校における健康管理医の発令及び

（根拠法令等） 衛生管理者、作業主任の選任

（労働安全衛生法、秋田県教育委員会安全衛生管理要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教育庁各課室、各地方機関、各教育機関（県立学校を含む）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 健康管理医、衛生管理者、作業主任

個人情報の対象者 健康管理医、衛生管理者、作業主任

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 健康管理医発令綴、労働安全衛生体制報告綴

行政文書の名称


